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1　 は じめに

　本稿で は トラベ ル コ ス ト法を用い て農空間の レ

ク リエ ーシ ョ ン機能の評価を行 い ，そ の 便益関数

の移転可 能性に つ い て分析を行 う。 農空間 は多面

的機能の 一
つ と し て レ ク リヱ ーシ ョ ン機能 を提供

し て い る。こ の機能は排 除可能性が低 く，非競合

的で あ るた め ， 社会的な最適供給が 実現 され ない

可能性が 高 く，公 的機 関による整備事業等が必 要

とな る 。 そ こ で農空間整備事業 の 必 要性，正 当性

を検討す る上 で重要 と思われる，農空間の 便益を

把握す る こ とを
一

つ の 課 題 とす る。ま た ， そ の 過

程で便益関数移転 につ い て もあわせ て 分析 を行 う。

　浅野（1998）は， トラベ ル コ ス ト法 は緑 資源 ・オ

ープン ス ペ ー
ス 提供機能 ， 保健 ・休養機能な どの

使用価値を形成す る多面 的機能 の 評価 に用 い られ

る手法 と位置づ けてお り， 国内で も こ の 方法 を用

い た い くつ かの 研究事例が存在する注 】｝。

　ま た ， 便益関数移転 とは ， あ る地域で 推定 され

た便益を別 の 特定対象地域 に移転 させ る便益移転

の 方 法 の
一

種 で ある 。 便益移転が可能である場 合 ，

複数地域の 便益を同様な もの と扱 うこ とが で き，

調査 に か か るi費用や時間の 削減，政策展開の効率

化が可能 となる。

　大阪府は 「市街地 と周辺 山系の 聞に広が る農地 ，

集落，里 山や ， それ に加 え ， た め池 ， 水路な どの

農業用施設が渾然
一
体となっ て景観を形成 し， 生

活 や生産の 揚 をな して い る地域」 を農空間と位置

づ け，
い くつ か の 地域で ， そ の 整備 事 業を展 開 し

て い る 。 農空間の 持つ 多面 的機能は多岐にわた り，

地域住民や訪問者 などに様 々 な形で便益を提 供 し

て い る。

　本稿で は農空 間 の 対 象地域と して大 阪府下の 四

つ の サ イ トを取 り上 げる 。
こ の よ うに複数 の サイ

トを 考え る と き，い くっ か の 問題 が 生 じ る。

Train（1999）は レ ク リエ
ー

シ ョ ン 需要にお ける複数

サイ トの選択問題 をラン ダム パ ラメ
ータ ・ロ ジ ッ

トモ デル に よ り定式化 し， サイ ト問 の 相 関を許容

す るこ とで あて はま りの 良い 結果を与えて い る 。

こ の よ うに複数の サイ トを独 立 な も の と し て 扱わ

ず ， サイ ト間で 相関を許容す る こ とは重要 な モ デ

ル の 改善とな る可能性を持つ 。本稿で は訪問回数

とい うカ ウン トデー
タを用 い た分析 を行 うた め ，

Guo（1996）が 提 示 し た 負 の 多 項 回 帰 モ デ ル

（negadve 　muldnomial 　regression 　model ，　 以下

NMR モ デル ）を適用す る。　 NMR モ デ ル は クラ ス

タ
ー

化 され たデ
ー

タ に つ い て 各ク ラ ス タ
ー間で相

関を許容するカ ウン トデー
タ回帰モ デ ル で ある 。

　また便益 関数移転に つ い て は尤度比検定を用い ，

い くっ か の 便益移転に 関す る仮説 につ い て検定を

行 う。

　以下，∬で 対象地城の 概要を説明 し
， サイ トの

特徴を捉 える 。 皿 で は具体的に分析 モ デル の構築

を行 う。 IVで は実際のデータをもとに推定を行 い ，

そ の結果を提示 し ， V で 推定結果を もとに 結論 を

述 べ る。
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豆　 対象地域の 概要 m 　分析モ デル

　 本稿で 選 択 した 四 つ の サ イ トの 特徴は以 下 の と

お りである。

（サイ ト1 ： 四条畷地区）

　 四条畷市の 緑 の 文化園を取 り上 げる 。
こ の サイ

トに は落葉樹林に 2 っ の 自然観察遊歩道が通 っ て

お り， そ の他 「森の 工 作館」 「森の 宝島」など，
工

作や観察 の で き る場所や遊び揚 な どを提供 して い

る。地 理 的に は他 の 三 地域 と比 較 し て 北寄 りに 位

置 して い る 。

（サイ ト2 ：堺地 区〉

　次 に堺市南部 の 丘 陵地 域をサイ トとして取 り上

げ る。こ こ は様 々 な体験教室や結婚式場な どが あ

る 「緑の ミ ュ
ー

ジ ア ム　 ハ ーベ ス トの 丘」 な どを

含む 地域で
， そ の 他史跡や名勝，田園風景を楽 し

む こ とが で きる農空 聞で ある 。 地理 的には大 阪府

の 南部に位置 して い る。

（サイ ト3 ：下赤阪地区）

　千早 赤阪村 にお い て棚田 の ある地域で ある下赤

阪地区を取 り上 げる。こ こ は 「日本の棚田 百選 」

に選 ばれ た棚 田を有 してお り，
「道 の 駅」や 「郷土

資料館」 が近隣に ある。棚 田保護の ボ ラ ン テ ィ ア

活動や 「かか し コ ン テ ス ト」 「朝市」な どの イ ベ ン

トも開催 されて い る。地理的には大阪府の 南部に

位置する 。

（サイ ト4 ： 金剛 山）

　金剛山は 大阪府下最高峰の 山で ， 南部に位置 し，

ハ イ キ ン グ コ
ー

ス
，

ロ
ープウニ イ などを有 し，多

くの 登 山客が訪れるサイ トで ある。

1 便益推定モ デル

　 ここでは農空間 の 果 たす レ ク リエ
ー

シ ョ ン機能

の 経済学的価値 を定義 し，そ の 価値 を導出す る た

め の 分析 モ デル を説明す る。

　本稿では農空間 を訪れ る訪 閤者の 訪問 目的，動

機づ けとなる全て の 多面的機能を レ ク リエ
ー

シ ョ

ン 機能 と呼 び ， そ の 便益 を明 らか に する。農空間

の果たす レ ク リ エ ーシ ョ ン 機能 の 便益 はそれ らを

享受する消 費者 の 消費者余剰 によ っ て 定義する。

本稿で は こ の 消費者余剰 を導出す るに あた っ て ト

ラベ ル コ ス ト法 を用 い る こ ととする
注 3）

。 以下，農

空間の レ ク リエ ーシ ョ ン 価値導出の ための トラベ

ル コ ス ト法 につ い て の 説明を行 うe

　個人 i の ，ある特定 の サイ トノに対す る訪 問頻

度関数 殉は レ ク リエ ーシ ョ ン 機能を享受す るた

め の潜在価as　Ptj， 旅行属性 乃， 個人属性 Eijの 関

数 と し て 次式 （1）の よ うに定式化 され る 。

v・
’− f〔Pij・  ・E

ヴ〕 （1＞

こ の とき消費者余剰は潜在的価格 Ptjを代理市揚

にお ける旅行費用 TC ’

．　 Zびで 置換 し ， 式 （2）に

よ り導出す る。

cs　i」
一 ∬

’

y
， ゆ 一

獅 V
、
4π

、 （・〉

　これ らの 地域をサイ トと し
，

ア ン ケー ト調査 を

行 っ た。ア ン ケー トは大阪府管理 の選挙人名簿よ

り無作為に 抽 出 し た対象者 に対 して ， 郵送 で 送

付 ・回収 を行 っ た ． 配布数は 3200， 回収数は 648

で あ っ た。 うち推定に 用い る有効回答数は 四条畷

地 区が 71，下赤坂 地区が 50， 堺地区が 112， 金 剛

山が 99 で あ り， 合計すると 332 で ある 。 なお有効

回答は各サ イ トに実際に訪問 した こ との ある被験

者の みで あ る の で CVM ア ン ケ
ー

トと比較 し て低

い 回答率 とな っ て い る
注 2）。

C5ジ 個人 ‘が 殉回訪闇す る こ とに よ る消費者余剰

τCび

’
こ平均訪問回数 ％

1
の ときの旅行費用

rc
ヴ
＊ ：平均訪問厠数が 0 となる旅行費用（choke 　price＞

　こ の とき負の 二 項回帰モ デル を用 い て 訪閤頻度

関数 を次式 の よ うに 定式化す る。

E （Vij）＝ ・xp（（a ＋ β τら ＋ Σγ
、
X

、）　（3）

ただ し， βは トラベ ル コ ス トの 係数 と し て 推定さ
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れ た パ ラ メ
ー

タ ， X は個入属性及び旅行属性 ， γ

は個入属性及び旅行属性 の 係数 と して 推定 され た

パ ラメ
ー

タ とす る 。

こ の モ デル と比 較 し て Guo（1996）の NMR モ デル

は ガ ン マ 分布す るラ ン ダム 効果 w を用 い て次式 の

よ うに 定式化 され る。

E （馬 ）＝　exp 　（a ＋ β TC 　i」
＋ Σγ 、

X
、）ve （4＞

また，NMR モ デル は クラス タ
ー

数が 1 の とき，

負 の 二 項 回帰 と同値 とな る 。 よ っ て NMR は負 の

二 項回帰 よ リフ レ キ シ ブ ル な関数形を有する上位

モ デ ル で あ る 。 NMR モ デル の 尤度 は次式 で 表 さ

れ ，
こ の 定式化に基づ い た尤度関数を最大化す る

こ とで パ ラ メータ推定が なされる。

L（fi，r，・）・　Rr
（ΣytJ＋ α ）aaH （Σθ

、
）

’f’

　 t　　　　　　　　　／　　 1

、
r（の（Σθ

，
＋ a ）TI（Σθ

．
＋ a ）

勾

　 　 　 t　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 l　 　 　 s

（5）

ただ し ， 1
「
（・〉はガ ン マ 関数 ， 6ノ

は（3）式 E（協）と同型 ，

β 舛ま（3）式に対応するパ ラ メ
ー

タ ， a は負の 多項

分布の パ ラメ
ータで ，後述表 4 の 1nphiで ある 。

　こ の とき ， 消費者余剰 C砺は次式で 求 め られ る。

　　　　 可 能であ る 。

（仮説 2） 四条畷市の 緑 の 文化 園 を除 く三 つ の サ

　　　　 イ トで便益関数移転が可能である 。

（仮説 3）金剛 山と下赤阪地 区の 間で の み便益関

　　　　 数移転が可能で ある。

cst
・

； 　上
γ

り　　　 β
（6）

　 こ れ らの 仮説は い ずれ も地理 的な条件か ら設 け

られて い る。

　まず ， 全 て の サ イ トに つ い て 便益 関数移転が可

能で あるとい う仮説 1 は最 も強 い 仮定 の もとで成

り立っ
。

　次に ， 仮説 2 は他 の サイ トと比較 し て北部 に位

置す る 四 条畷地 区を除 く ，
三 つ の サイ トで便益 関

数移転が可能で あ る とい う仮説で ある。

　最後に金剛山と下 赤阪地 区は どち らも千早赤阪

村にあ り ， こ の 2 つ の サイ トで便益関数が移転 さ

れ る とい うもの で ある 。 三 っ の 仮説 の 中で
，

こ の

仮説 が最 も弱 い 仮定 となっ て い る。

　もし，それぞれの サイ トが独立な らば，こ れ ら

の 仮説 は包含関係に あ り，仮説 1 が成立すれ ば仮

説 2 と仮説 3 も成立 し ， 同様に仮説 2 が成立す る

と仮説 3 が成立す る。こ れ ら三 つ の 仮説検定には

尤度比検定を用 い る 。

　寺脇（2000 ）はサ イ ト聞で パ ラ メ
ー

タが均
一

で あ

る とい う制約つ きモ デル の 対数尤度を Ink（の ， 制

約な しモ デ ル の 対数尤度を lnL（ej）， そ れ ぞ れ の 自

由度を K．， 罵 と し て ，次の よ うな自由度購
一

κ

の X2分布 に従 う尤度比検定統計量 LR を用い た検

定を行 っ て い る。

　 よ っ て ，訪問
一

回あた りの 消費者余剰は旅行費

用の 係数 と し て推定 され た パ ラ メータβの 逆数 に

一 1 をか けて 導出され，そ の便益関数は パ ラ メ
ー

タβに の み依存す る 。

注 4 ）

2 便益関数移転分析モ デル

　こ こでは上述 したサイ ト問で の 便 益関数移転に

っ い て ， 三 つ の仮説 を設定 し，その検定モ デル を

提示す る。

（仮説 1） 四つ の 全て の サイ トで便益関数移転が

LR ；

　
− 2［1n乙（の

一
Σメnゐ（の1 （7）

　 こ の とき ， 帰無仮説は 1便益関数移転は 丙∫能で

あ る」， 対立仮説は 「便益関数移転は不可能で あ る」

となる 。 た だ し ， こ の検定にお い て誤 っ て帰無仮

説を支持する ような結論 を導く こ とは ， 便益 を評

価す るため の調査 を誤 っ て省略す る こ とに つ な が

る c こ の よ うな情報 の 損失を抑 え るた め，寺脇

（2000）は有意水 準 を大 きく設定す る こ とを推奨 し

て い る。本稿 で も こ の 指摘 と同 じ理 由で ， 有意水

準を大き く設 定す る 。 NMR モ デル を用 い た検定

では ， 推定に全サン プル を用 い た単
一

の モ デ ル の
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中で旅行費用に関す るパ ラメ
ー

タに制約 をお い た

尤度比検定を行 う。 よっ て 各非制約モ デル の対数

尤度の 総 和 を と る オ ペ レ ーシ ョ ン を必要 とせ ず，

標本の分割によ る小標本 バ イア ス の 回避が可能 と

い うメ リ ッ トを有す る。比 較検討 の 目的で ，デー

タを分割 して個別 に推定を行 う，寺脇（2000）の 提

示 した検定 を負 の 二 項回帰 モ デル によ っ て行 う。

IV　計測結果

　こ こ で は前節で 説 明を行 っ た モ デル に よ る推 定

お よび検定を行 う。 なお ，
モ デル の あ て はま りは

Guo（1996）に従 っ て t値お よび対数尤度か ら評価す

る 。

　推定に用い た変数名 お よびそ の 定義は表 1 に示

す とお りで ある。これ らの 変数候補か ら t 値が 1

以上の もの をモ デル の 説 明力 を増加 させ る もの と

し採択 した。た だ し，負の 二 項 分布 の 分散に関す

るパ ラ メ
ー

タ ， すな わち後 述表 2 における αに つ

い て は例外 とする。

　非制約 の負の 二 項回帰 モ デル を用 い て 推定 し た

結果を表 2 に ， それ ぞれの 仮説検定の た め の 制約

つ き回帰 による推定結果 を表 3 に提 示 した。NMR

モ デル に よる推定結果は表 4 の 通 りで あっ た。

　まず ， 全般的に NMR モ デル は負の 二 項回帰 モ

デル よ り大きな対数尤度とな り ，
モ デル の説 明力

が高い とい える 。

　旅行費用に つ い て の 係 数は全て の 回帰に お い て

負値 とな っ て お り，経済理論 と整合的な結果が得

られて い る。また，所得 に っ い て の 係数は正値な

の で
， 農空 間 の 果たす レ ク リエ

ー
シ ョ ン機能は上

級財的特性 を有 して い る とい える 。 そ の 他 の 係数

値 に つ い て は性別 ， 年齢，子供，短住者が正値 ，

自家用車 ， 世帯員数が負値 となっ て い る。 高齢者

に つ い て は四条畷地区に つ い て の み正値で ， 他 の

地域や制約 っ き回帰で は負値 となっ て い る。

　訪 問
一

回あた りの 消費者余剰に つ い て は負の 二

項 回帰モ デル で は下赤坂 地 区が最 も高 く 2796 円 ，

堺の 丘陵地域が最も低く 2046 円となっ た。これに

対 し
，
NMR モ デル によ る推定で は金剛山が最 も

高 く 3020 円 ， 四条畷地 区が最も低 く 1547 円で ，

消費者余剰 の 格差が大き くな っ て い る
注 5）

。
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　便益関数移転の検定 の 結果を表 5 に 提示 し た 。

まず負の 二 項 回帰モ デル にお い て は仮説 1 が 15％

で 棄却 されるが，その 他 の 仮説につ い て は棄却 さ

れ な い
。 よ っ て 四条畷地区 の便益関数移転は不 可

能で あるが ，他の 地域は概 ね便益移転が 可能 と考

え られ る 。

　 こ れ に 対 し NMR モ デ ル に よ る検定で は 全 て の

仮説が棄却 されず ， 四条畷地区 の 便益関数移転も

可 能 となる結果を導い て い る。

　また ，2 つ の モ デル を対 数尤度で 比較 す る と ，

表 4 の 2 列 目の 最も制約の 強 い NMR モ デル の 対

数尤度が
， 表 2 の 対数尤度の 総和で あ らわ され る，

非制約 の 負の 二項 回帰モ デル の 対数尤度 よ り大き

くなっ て い る。こ の とき Guo （1996）に従 っ て ，

こ の 二 つ の モ デル で推定 された尤度 に よ り， 尤度

比 検定を行 うと，負値 とな り，仮説 1 の 制約 つ き

NMR モ デル を棄却で きな い
。 よ っ て 本稿で は便

益関数移転後の モ デ ル と し て ，仮説 1 が成立す る

とい う制約 つ き NMR モ デル を採用す る こ と とす

る。 したが っ て 便益移転後 の 消費者余剰は 2404

円で あ る。こ の便益移転後の 値は ， 便益評価額 の

パ ーセ ン ト誤差 の 収束的妥 当性を検証 した吉 田

（2000）を参考に する と，妥当な範囲に あ る 。

表 1 　変数 リス ト

一 一
得

別

齢

所

性

年

世帯員数

子 供

高齢者

長住者

短 住者

自家用 車

同行賓

旅行費用

所 得 （円）の 対 数

性 別 に つ い て の ダミ
ー変数 （女 性 ：＝ e ，男性 ＝ 1）

年 齢（才）

世帯員数（人）

世帯員に 中学生 以 下 の 人 が含まれ るか 否 か の ダ

ミー変数（含まれ る ＝ 1，含まれない ＝ O）
世帯員 に 65 才 以 上 の 人が含まれ るか 否 か の ダミ

ー変数（含まれ る … 1，含まれない ＝ 0）

現 住所での 居住年 数が 10年を超えているか 否か

の ダミー変 数（超 えて い る ＝ ・ t，超え てい ない ＝0）

現 住所 で の 居住年数が 5 年を超えて い るか 否か

の ダミ
ー

変数（超えて い ない ＝ 1，超 えて い る＝＝ O）
利 用 交 通 手 段 が 自家 用 車あ るい は バ イクで ある

か 否 か の ダミ
ー

変数

（そうで あ る ＝ t ，そうでない ＝ O）

同行者人数（人）

旅行費用 （円）

注 ） 同行者 数，自家 用 車 の 変数 が旅 行属 性 で こ れ らと旅 行 費

用を除く変数が個人属性に 含まれ る変数 で あ る。
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表 2　負の 二 項回帰推定結果

四 条畷 下赤坂 堺 金剛 山

0．29D38 ．32E −028 ，63E −020 ．1280
所得 （1．409） （5．995） （3．185） （6．341）

0．4505 O．4281
性別 （1．778） （1．624）

03566

子 供 （1576 ＞

05276 一〇4034 一〇4117 一〇3223
高齢者 （2．83乃 （−1．781） （−1、4） （−1．18宅）

一〇．6889 一〇9159
自家用車 （−2．221） （1．083〕

1，0723
短住 者 （

−3，3ア8）
一449E −04 一3．58E −04 一4．89E −04 一4，87E −04

旅行 費用 臼 ．815） （−t557） （−2246 ） （−2．682）
一3．8t32

定数 （
−1．185）
O．2169534E ・020 ．15280 ，4640

α （2、06） （O、532） （1．94） （1．938）

対数 尤度 一149．4322 一86．0342 一174219 ・171 β08

消費者 余 剰 2225 2796 2046 2054

注 ）括弧の 中は t値。αは 負の 二 項分布 の 分散の パ ラメ

ー
タ。

表 3 制約 つ き負の 二 項回 帰の計測結果

仮 説1 仮説 2 仮説 3

O．30218 ．90E・02O ．1189
所得 （2．656） （6．379） （7．335）

037080 ．2851
性別 （3．383） （2．139）

433E −03
年齢 〔1，144 ）

一8．13E −02
世 帯員 数 （

−1．71り
G．3955

子供 （2．948）
一〇．2934 一〇．3423

高齢者　　　　 ． （
−2．344） （

−1．730）
一〇4150 −G，6048 一〇．ア129

自家用 車 （
−3．448）（4957 ） （

−3．319）
0，491807741

短住者 （2．530）（1．856）
一4．08E −04 一374E −04 一4．69E −04

旅行費用 （−3．987》 （−3．240） （
−3，054）

・3571
定数 （

−2．124）
0．23120 ．15680 ，3615

α （52切 （3．1191 （2．344）

対数尤度 一59α857 一433758 一259452

消 費者 余剰 2453 2675 2ゴ31

注）括弧 の 中は t 値。αは二 項分布 の パ ラ メ

ー
タ。

表 4　MR モ デル によ る推定結果

推定値

変数名 非制約 モ デル 仮 説 1 仮 説2 仮説3

所 得 029800 ．2957O ．29970 ．2969

性劉 O．389103931O ．39110 ．3907

年齢 4，65E −034 ．24E −034 ．65E−034 ．61E −03

世帯員数 一〇．082B 一〇．0835 一
〇ρ846 一

〇P824

子 供 049460 ．4678O ．49520 ．4924

自家 用 車 ・03921 一〇．3905 一〇3885 一〇．3938

旅 行 費 用
四

一6、46E −04 一6，46E −04 一639E −04

旅 行 費用
下

一4．25E−04

旅 行費用堺
一4．32E・04 一4」36E −04

旅行 費用金
一3．31E −04

旅 行費用
仮説 1

一4．16E−04

旅行費用仮説 2
一3．79E −04

旅行 費 用
仮  

一3．60E −04

定数項 一3．5364 一3．4764 ・3．5645 一35252

1叩 bi 339483 ．66473 ．35533 ．5087

対数尤 度 一89．605 ・91．249 一89．970 一89．812

消費者 余剰 四
1547 1564

消費者 余剰
下

2353

消費者 余剰堺 2314 2292

消費者 余剰金 3020

消 費者 余剰
仮蜘

2404

消費 者 余剰
蠍 2 2641

消費者 余剰 仮鷁 2780

注 ）紙 面の 関係上 t値 は 割愛 した が，全 て 1以 上 で あっ

た。ま た，旅 行 費用お よび 消 費者余 剰 の 添 え字 は サ イ

トの
一

文字 鼠を表 して い る。また hnphiは 4 式 w の パ ラ

メ
ータ。

表 5 便益関数移転の検定

注）
＊ ＊ ＊ は ！O％，判 5％，＊は 20％で それ ぞれ棄却 され る

こ と を意 味す る。大 きめ の 水準を示 し て い るこ とは 皿 の 2

を参照。
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V 　結論

　本稿 の 分析 の 結果，次の 三 っ の こ とが明 らか と

な っ た 。

  農空間 の レ ク リエ
ー

シ ョ ン 機能 は上級財 的特

　　性を有 して い る。

  農空 間の 便益 関数は対象 と した 四 つ の サ イ ト

　　間で移転可能 であ る。

  NMR モ デル に よる推 定 の 方 が負 の 二 項回 帰

　　モ デ ル に よ る推 定よ り望ま し い
。

　まず ，   に つ い て は訪問頻度関数の 所得の係数

よ り明 らか とな っ た
。

こ の こ とよ り ， 所得に応 じ

た農空 間整備事 業の 費用負担 シ ス テ ム を構築する

こ とは重要な意味を持つ とい える。

　次に ，   に つ い て で あるが ，特に NMR モ デル

の 推定よ り明 らか とな っ た 。
こ の こ とよ り， 便益

評価や政策の展開は こ の 四サイ ト共通 に行 うこ と

が 可能 とな り， 効率 的に行 え る とい える。

　最後に   にっ い て は各推定の 対数尤度 より明ら

か とな っ た こ とだが ， もっ とも制約 の 弱 い 負 の 二

項回帰モ デル よ り， 最 も制約 の 強い NMR モ デル

の ほ うが モ デ ル の 説明力が高 くな っ て い る。こ れ

は 各サイ ト間 の 関係 を適切 に処 理 す る の に NMR

モ デル は適 して お り， こ の 「適 切な処理」 は統 計

学的に有意なモ デル の 改善を生む可能性がある こ

とを意味す る。

注 1）先行 研 究や そ の 内容 につ い て は 田 中（2001 ）を参 照 。

注 2）ア ン ケ
ー

トは 大阪府 と京都大学の 協力 に よ り行われ

　　 た。なお，訪問回数 0 の 被験者 の 評価価値は非使用

　　価値 に 含 まれ る た め，こ こ で は サ ン プル か ら除外 し

　　 て あ る。

注 3） 田 中（2001 ）は，トラベ ル コ ス ト法は レ ク リエ
ー

シ ョ

　　 ン 地 域 と交通市場 との 補完関係 を利用 し，そ の 便 益

　　 を は か る手 法 と位置づ けて い る。

tt　4＞例 え ば 中谷 ・
出村（1997 ）を参照。

注 5）NMR モ デル の ほ うが 負 の 二 項 回帰 モ デ ル よ り，フ

　　 レ キ シ ブル な 関数形を して お り，後 者 は前 者 の 制 約

　　 つ きモ デ ル で あ る。NMR モ デル の ほ うが ，こ の 意 味

　　 で 上 位モ デル で あ る。よっ て 両 モ デル の 便 益 の 格 差

　　は負 の 二 項 回 帰モ デ ル の 制約が 不 適切 な た めに 生 じ

　　る格差 と と らえ られ る 。
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